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1. 序論 
日本は世界でも有数の地震大国であり、現在も地震の発生が多数確認されている。中で
も、2011年に発生した東日本大震災等の大震災や、2016年に発生した熊本地震では、たく
さんの命が奪われ甚大な被害をもたらした。このような被害を減らすため、地震対策は必
須である。この地震対策の例として地震予知が挙げられ、それにより予め対応ができれば、
被害を抑えることができる。この地震予知は、長期的予知と短期的予知の 2 つに大別でき
る。これらのうち、長期的予知は年単位での予知であり、予知情報の具体性に欠け、人々
が危機感を持ちにくい欠点がある。一方、短期的予知では、「日数単位の具体的な予知」が
可能となり、長期的予知の欠点を克服することができる。この短期的地震予知の達成に向
けて、電磁気学的現象と地震の関連性を示唆する観測結果が報告されている[1]。また、地震
発生に伴う電磁気学的な現象として、VLF 帯や VHF 帯電波を観測した報告もある。例と
して、VLF 帯の電磁波が電離層と大地を反射しながら伝搬する性質を利用し、電離層下部
の擾乱を捉える方法がある[2][3]。これは、地震発生前に電離層に何らかの異常が発生してい
ることを示唆している。一方、VHF 帯電波を用いた報告では、見通し外に到達した電波を
異常伝搬とすることで地震の前兆現象として捉える方法がある[4][5][6]。その他に、著者らは
見通し内 VHF帯電波を観測し、受信電力を統計処理することで異常伝搬を検出して地震と
の関連性について検証を行っている[7][8][9]。しかしながら、これらの報告で扱った伝搬異常
のうち、地震を伴わないものが存在することもわかってきた。これは、伝搬異常が地震と
関連のない現象によっても発生することを示唆している。この地震以外の伝搬異常発生要
因として、スポラディック E層、大気屈折率異常などによるものが挙げられる。実際に FM
放送波を用いた見通し外電波伝搬と大気屈折率の関連性を述べている報告がある[10][11]。ま
た、見通し内 VHF 帯伝搬異常とラジオダクトの関連性を統計的に検証した報告もある[12]。
このように、地震以外の伝搬異常発生要因を明らかにしていくことが、地震予知の精度向
上には必須である。 
ところで筆者らは、様々な送信所から送信される見通し内 VHF帯電波を長期間観測して
いる。そして、観測データを元に地震を伴わない伝搬異常を調べた結果、落雷発生時に伝
搬異常が発生していることがわかってきた。これは、落雷を伴う積乱雲に関連した大気現
象が伝搬異常発生の要因である可能性を示している。 
そこで本稿では、落雷に注目して伝搬異常との関連性を統計的に検証した。これは、落
雷を伴う積乱雲に関連した大気現象も伝搬異常発生の要因となっている可能性があるため
に行った。また、積乱雲に関連した大気現象を「ラジオダクトの発生」と仮定し、レイト
レース法を用いて電波伝搬シミュレーションを行うことで、ラジオダクトが伝搬異常を引
き起こしているのか解析する。 
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2. 電波伝搬観測システムと観測対象 
2.1 観測システム 
本稿では、見通し内 VHF帯電波伝搬異常と電波伝搬路近郊で発生する落雷の関連性を統
計的に解析する。そこで、本研究室で独自に構築した見通し内 VHF帯電波伝搬観測システ
ムについて説明する。本観測システムは図 2.1.1に示す通り、複数本のアンテナ、アンテナ
切替器、スペクトラムアナライザ、データ記録及び制御用パーソナルコンピュータにより
成っている。複数本のアンテナは群馬大学桐生キャンパス（群馬県桐生市 , 36°25´N, 
139°20´E）屋上に設置してあり、受信点となっている。このアンテナは、東西南北の 4 方
向に向けられており、様々な方角から到来する電波を受信している。アンテナ切替器は、
観測対象の放送波によって最適なアンテナに自動で切り替えるために用いている。そして、
スペクトラムアナライザにより取得した受信電力データをデータ記録及び制御用パーソナ
ルコンピュータにより保存している。このパーソナルコンピュータにより作成した時間別
受信電力データのグラフを群馬大学のWebサーバにアップロードすることで、インターネ
ットを通してどこでも観測データを閲覧できる仕組みになっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.1.1 観測システム 
 
2.2 観測対象とする放送波と観測期間 
 本稿で解析対象とする放送波とその観測期間を表 2.2.1に示す。東京タワーを送信局とす
る FM Tokyo (80.0 MHz)の観測開始日は、アンテナ位置が変更された 2013年 2月 11日と
しているため、観測期間が他の放送波に比べて短い。また、東京スカイツリーを送信局と
するNHK FM Tokyo (82.5 MHz)の観測開始日は、放送が開始された 2012年 04月 23日と
しているため、他の放送波と観測期間が異なっている。 
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表 2.2.1 解析対象の放送波と観測期間. 
放送波（周波数) 観測期間 
FM Tokyo (80.0 MHz) 2013.2.11 – 2014.5.30 (11371 hours) 
NHK FM Tokyo (82.5 MHz) 2012.4.23 – 2014.5.30 (18430 hours) 
NHK FM Mito (83.2 MHz) 2011.5.30 – 2014.5.30 (26304 hours) 
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停波
3. 電波伝搬データ 
3.1 停波 
 各放送波は、メンテナンス等の理由で停波することがある。本研究室のWebページにア
ップロードされているデータを例にとると、図 3.1.1のように停波していることを確認でき
る。このように停波しているデータは取り除いて解析を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.1.1 停波を含んだ受信電力データ（2017.1.30 – 2017.1.31） 
 
3.2 移動平均 
本稿で用いる受信電力のデータにはパルス性のノイズや短時間揺らぎが含まれており、
これらの影響低減するために、移動平均を用いる。移動平均とは、任意の時間𝑇分に対し、
その𝑇分の間にあるデータの個数𝑛個の平均値をとっていくことである。式で表すと以下の
ように表される。 
移動平均値 =
1
𝑛
∑𝑥𝑖
𝑛
𝑖=1
             (3.2.1) 
移動平均をとる際、任意の時間𝑇の値が小さいと平滑化されにくくなり、逆に大きいと本
来の受信電力情報が失われてしまうため、妥当な値を定める必要がある。本稿では、10 分
で移動平均をとることとする。以下の図3.2.1に移動平均をとっていない受信電力データと、
10分で移動平均をとった場合の受信電力データを示す。どちらも放送波は FM Tokyo（80.0 
MHz）であり、期間は 2013.2.12 – 13である。 
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   (a) 移動平均無し                (b) 10分で移動平均 
図 3.2.1 受信電力データ 
 
3.3 正規分布 
本節では、観測期間内の受信電力データが正規分布に従っているか確認を行う。正規分
布とは、移動平均をとった受信電力データを𝑥、平均値を𝜇´、標準偏差を𝜎´とすると以下に
示す式 3.3.1のような密度関数を持つ連続な確率分布のことをいう。 
𝑓(𝑥) =
1
√2𝜋𝜎´
𝑒
− 
(𝑥−𝜇´)2
2𝜎´2                                                         (3.3.1) 
ここで、平均値とは、取得した受信電力値の平均値であり、𝑥1, 𝑥2, 𝑥3…𝑥𝑛と𝑛個の受信電
力データがあるとき、平均値𝜇は以下の式 3.3.2ように表される。 
𝜇 =
𝑥1 + 𝑥2 +∙∙∙ +𝑥𝑛
𝑛
=
1
𝑛
∑𝑥𝑖           (3.3.2)
𝑛
𝑖=1
 
 分散とは、データのばらつきを表す値であり、𝑥1, 𝑥2, 𝑥3…𝑥𝑛と𝑛個のデータがある時の分散
𝜎2は以下のように表される。 
𝜎2 =
1
𝑛
{(𝑥1 − 𝜇)
2 + (𝑥2 − 𝜇)
2 + (𝑥3 − 𝜇)
2 +⋯+ (𝑥𝑛 − 𝜇)
2}  
=
1
𝑛
∑(𝑥𝑖 − 𝜇)
2
𝑛
𝑖=1
               (3.3.3) 
 標準偏差とは、分散の平方根である。上記の式を用いると標準偏差𝜎は以下のように表さ
れる。 
𝜎 = √
1
𝑛
∑(𝑥𝑖 − 𝜇)2
𝑛
𝑖=1
              (3.3.4) 
 また、式 3.3.1で示した関数は、図 3.3.1のようなグラフとなる。この図において、平均
値𝜇 ± 𝜎の間に存在するデータの割合は 68.268％、𝜇 ± 2𝜎の間に存在するデータの割合は
6 
 
95.450％となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.3.1 正規分布図 
 
 表 2.2.1に記載した各放送波の受信電力が正規分布に従っているか確認したところ、ほぼ
正規分布に従っており、正規分布に基づく統計処理が可能であることが分かった。正規分
布に基づく統計処理とは、𝜇 + 2𝜎や𝜇 − 2𝜎 を超えるデータを通常とは異なるデータ（本稿
では伝搬異常と呼ぶ）と判定することである。 
また、取得している受信電力は夜間に変動が激しく、日中は比較的安定しているなどの
日変化を生じる。そこで、1日を 5分毎の時間帯に分けて、各々の時間帯別に平均値 𝜇 と標
準偏差 𝜎 を求めることで日変化の影響を低減した。 
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4. 落雷データと落雷群判定方法 
4.1 落雷データ 
本稿では、Washington大学から提供されたWorld Wide Lightning Location Network
（WWLLN）の落雷データを使用した。この WWLLN は世界に存在する 60 を超える受信
点から構成されており、対地落雷から放出された VLF帯の電波を観測し、その到達時刻を
基に落雷地点を計算している。その推定精度は±5kmと評価されている。WWLLNの検出
効率は全ての落雷に対しておよそ 11パーセントであり、より強力な雷撃であるとその効率
は 30パーセント以上になる[13]。この落雷データは、幾つかの全球規模や日本周辺の落雷気
候学に利用されている[14][15]。個々の稲妻の太さは数 cm と細く、継続時間も 1 秒未満であ
るため、落雷に伴う大気電気的な変化が伝搬異常を引き起こすとは考え難く、より時空間
スケールの大きな積乱雲に伴う何らかの大気現象が伝搬異常の原因と考える方が伝搬異常
の継続時間を説明しやすい。また、積乱雲内部の強い上昇気流に伴い電荷分離が起き、そ
の結果として落雷が発生するため、落雷は強い積乱雲活動の代表としても利用される。 
以下の表 4.1.1は、提供された落雷データの一部である。 
 
表 4.1.1 提供された落雷データの一部 
⋮ 
2013/04/06 23:01:58 35.741500 139.624000 
2013/04/07 00:50:57 35.621800 139.693000 
2013/04/07 12:21:23 36.353700 139.344900 
⋮ 
 
表 4.1.1のデータは、左から順に「落雷発生年月日、時間、落雷発生位置座標」を表して
いる。次節では、この落雷発生位置座標を用いることで、落雷と伝搬路の距離を算出する。  
 
4.2 落雷と伝搬路の距離算出 
 本節では、落雷発生位置座標から落雷と伝搬路の距離を算出する。ここでは、伝搬路を
東京タワー・群馬大学桐生キャンパスと仮定して算出する。 
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地点A  群馬大学桐生キャンパス
地点B  東京タワー
地点C  落雷位置
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.2.1 落雷発生位置と伝搬路の距離算出 
 
 図 4.2.1において、各地点間の距離と 𝜃1, 𝜃2が既知のとき、落雷と伝搬路の距離は以下の
式 4.2.1のように表すことができる。 
落雷と伝搬路の距離 = {
𝐶𝐴sin𝜃1 = 𝐵𝐶sin𝜃2    ( 𝜃1 < 90°かつ𝜃2 < 90°)
𝐶𝐴        ( 𝜃1 < 90°) 
𝐵𝐶       ( 𝜃2 < 90°)
  (4.2.1) 
 
4.3 落雷群判定方法 
本稿では、落雷の集団（落雷群と呼称する）という考え方を導入することで、強い上昇
気流が維持され続ける活発な積乱雲の集団を抽出する。 
この落雷群であるかの判定は、落雷間の距離、落雷間の時間間隔、落雷数を考慮して行
った。具体的には、落雷データを 3時間分取り出し、そのデータの中で落雷間の距離が 5 km
以下であるものを落雷のグループとした。そして、その落雷グループの中で落雷数が一番
多いデータを落雷群データとして扱った。このようにして作成した落雷群を用いて解析を
行う。図 4.3.1 に落雷群判定の例を示した。ここで、図 4.3.2のように、伝搬路からの距離
𝐿 [km]がある一定値以下の落雷群を解析対象として扱った。具体的な距離の上限としては、
𝐿 ≦10 km、𝐿 ≦20 km、… 、𝐿 ≦ 50 kmのように、いくつかの場合について検討を行った。 
以下の表4.3.1, 4.3.2, 4.3.3に、放送波ごとに算出した伝搬路からの距離別落雷群数を示す。 
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= 50 km
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東京タワー
桐生
落雷群
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.3.1 落雷群判定の例               図 4.3.2 落雷と伝搬路の距離(𝐿[km]) 
 
表 4.3.1 距離別落雷群数 (FM Tokyo, 80.0 MHz) 
𝐿 [km] 𝐿 ≦10 km 𝐿 ≦20 km 𝐿 ≦30 km 𝐿 ≦40 km 𝐿 ≦ 50 km 
𝑁lightning 25 39 50 59 74 
 
表 4.3.2距離別落雷群数 (NHK FM Mito, 83.2 MHz) 
𝐿 [km] 𝐿 ≦10 km 𝐿 ≦20 km 𝐿 ≦30 km 𝐿 ≦40 km 𝐿 ≦50 km 
𝑁lightning 34 77 106 146 175 
 
表 4.3.3 距離別落雷群数 (NHK FM Tokyo, 82.5 MHz) 
𝐿 [km] 𝐿 ≦10 km 𝐿 ≦20 km 𝐿 ≦30 km 𝐿 ≦40 km 𝐿 ≦50 km 
𝑁lightning 32 55 79 109 134 
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5. 落雷と伝搬異常の関連性 
本稿では、確率利得𝐺p(𝑡per)（Gain of probability）を評価指標として落雷と伝搬異常の関
連性を考察する。確率利得は、「実際に落雷群が伝搬異常と併発する確率（観測併発確
率, 𝑃obs(𝑡per)とする）」と、「落雷群が伝搬異常と関連性がないと仮定した場合にそれらと併
発する確率（無相関併発確率, 𝑃unc(𝑡per)とする）」の比で表される[16]（。落雷群の活動中、
もしくは落雷群の活動終了時刻を基準にし、そこからある一定の時間内に伝搬異常が発生
している場合を併発していると見なす。そして、その併発が起こる確率のことを「落雷群
が伝搬異常と併発する確率」という。また、落雷と伝搬異常が互いに無関係でも併発する
ことがあるため、上述のように無相関併発確率を定義して、これと「落雷群が伝搬異常と
併発する確率」との比をとることで、落雷と伝搬異常の関連性を考察することができる。
次節で上記の観測併発確率𝑃obs(𝑡per)、無相関併発確率𝑃unc(𝑡per)を算出するためのパラメー
タである関連付け時間長 𝑡perについて述べる。 
 
5.1関連付け時間長 
 本節では、落雷群と伝搬異常を関連付けるために関連付け時間長 𝑡per[hours]を定義する。
ここで、関連付け時間長とは「𝑡perで定義された時間内に落雷群と伝搬異常の両方が発生し
た場合、落雷群が伝搬異常と併発した」と判断するための時間の尺度である。𝑡per < 0のと
き、落雷群活動前に起こった伝搬異常を関連付けられる。𝑡per > 0の場合は、落雷群の活動
が終了してから起こった伝搬異常を関連付けられる。また、落雷群活動中を 𝑡per =
middle[hours]と定義することにより、落雷群の活動中に起こった伝搬異常を関連付けられ
る。 
 
図 5.1.1 関連付け時間長𝑡per 
 
5.2確率利得 
本項では、確率利得を求める際に必要な観測併発確率と相関併発確率の求め方を示し、
それらを用いて確率利得を表す。 
落雷群の発生回数を𝑁lightning 回、落雷群が伝搬異常と併発した回数を𝑁obs(𝑡per)回とする
落雷群
= 
発生時間 終了時間
11 
 
と、観測併発確率𝑃obs(𝑡per)は以下のように表される。 
𝑃obs(𝑡per) =
𝑁obs(𝑡per)
𝑁lightning
                                                            (5.2.1) 
 次に無相関併発確率𝑃𝑢𝑛𝑐(𝑡per)について述べる。始めに𝑡per ≠ middle時の無相関併発確率
について述べる。全観測期間を𝑇all [hours]とし、この期間内に伝搬異常（𝑁anomとする）が
1 回だけ発生したときのことを考える。この伝搬異常が関連付け時間長𝑡per外で発生する確
率を?̅?unc(𝑡per)  | 𝑁anom=1とすると、以下のように表される。 
?̅?unc(𝑡per)  | 𝑁anom=1 = 
𝑇all − 𝑡per
𝑇all
                                              (5.2.2) 
同様に、観測期間内に伝搬異常が 2 回だけ発生したときのことを考える。この伝搬異常
が関連付け時間長𝑡per外で発生する確率を?̅?unc(𝑡per)  | 𝑁anom=2とすると、以下のように表され
る。 
?̅?unc(𝑡per)  | 𝑁anom=2 = (
𝑇all − 𝑡per
𝑇all
) × (
𝑇all − 𝑡per
𝑇all
) =  (
𝑇all − 𝑡per
𝑇all
)
2
               (5.2.3) 
 上記の考えを用いて、観測期間内に伝搬異常が𝑁anom 回発生したとする。このとき、伝搬
異常が関連付け時間長𝑡per外で発生する確率を?̅?unc(𝑡per)  | 𝑁anomとすると、以下のように表
される。 
?̅?unc(𝑡per)  | 𝑁anom = (
𝑇all − 𝑡per
𝑇all
)
𝑁anom
                                    (5.2.4) 
 無相関併発確率𝑃unc(𝑡per)とは、関連付け時間長𝑡perの間に落雷群と伝搬異常が無相関に併
発する確率であるため?̅?unc(𝑡per)  | 𝑁anomの余事象となり、1から?̅?unc(𝑡per)  | 𝑁anomを引いた値
になる。式で表すと以下のようになる。 
𝑃unc(𝑡per ≠ middle) =  1 − (
𝑇all − 𝑡per
𝑇all
)
𝑁anom
                                       (5.2.5) 
同様に、落雷群活動中（𝑡per = middle）について考える。落雷群活動中の関連付け時間長
を各々の落雷群継続時間の平均値で代表させると、無相関併発確率は以下のように表され
る。 
𝑃unc(𝑡per = middle) =  1 − (
𝑇all − (落雷群継続時間の平均値)
𝑇all
)
𝑁anom
            (5.2.6) 
最後に、確率利得𝐺p(𝑡per)は前述したように観測併発確率𝑃obs(𝑡per)と無相関併発確率
 𝑃unc(𝑡per)の比であるため、以下のように表される。 
𝐺p(𝑡per) =
𝑃obs(𝑡per)
𝑃unc(𝑡per)
                                                                (5.2.7) 
落雷群と伝搬異常に相関があると仮定した場合の併発確率𝑃obs(tper)と、両者が互いに無
相関であると仮定した場合に偶然に併発する確率𝑃unc(𝑡per)の比をとることで、落雷群と伝
搬異常の両者の関連性の度合いを知ることができる。確率利得の値が 1 に近いほど、つま
12 
 
り𝑃obs(𝑡per)と𝑃unc(𝑡per)の値が近いほど落雷群と伝搬異常は互いに無相関であるといえる。
また、𝐺p(𝑡per) の値が 1 より大きい値であるほど落雷群と伝搬異常は互いに関連性が高い
といえる。次章では、本項で示した 𝐺p(𝑡per)を用いて落雷と伝搬異常の関連性を統計的に解
析する。 
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6. 解析結果 
6.1 𝜇 − 2𝜎で伝搬異常判定を行った場合の確率利得 
 本節では、受信電力値𝜇 − 2𝜎を基準に伝搬異常判定を行い、確率利得を算出する。具体的
には、受信電力が𝜇 − 2𝜎を下回った状態が 1時間以上継続していた場合を伝搬異常として扱
った。また、1つの伝搬異常とその次に発生する伝搬異常の両者の間隔が 1時間以内であっ
た場合は、それらを 1 つの伝搬異常とした。これを表 2.2.1 で示した各放送波に適用した。
この伝搬異常判定を行った場合の、各放送波の伝搬異常発生回数を表 6.1.1に示す。 
 
表 6.1.1 放送波と伝搬異常発生回数 
放送波 (周波数) 伝搬異常発生回数（𝜇 − 2𝜎） 
FM Tokyo (80.0 MHz) 76 
NHK FM Tokyo (82.5 MHz) 163 
NHK FM Mito (83.2 MHz) 221 
 
表 6.1.1に示した 3つの放送波を用いて算出した確率利得のグラフを図 6.1.1, 6.1.2, 6.1.3
に示し、落雷群と伝搬異常の関連性を考察する。ここで、解析対象とする落雷群は、表 4.3.1, 
4.3.2, 4.3.3 に示した通り、伝搬路との距離𝐿[km]が基準値（10 km、20 km、…、50 km）
以下の範囲で生じた落雷群である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.1.1 確率利得 𝐺p (FM Tokyo, 80.0 MHz) 
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図 6.1.2 確率利得 𝐺p (NHK FM Mito, 83.2 MHz) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.1.3 確率利得𝐺p (NHK FM Tokyo, 82.5 MHz) 
 
 解析対象とした全ての放送波において確率利得の値が低く、落雷群と伝搬異常は無相関
であることを示している。受信電力が𝜇 − 2𝜎を超えるような変動は、落雷群の活動とは無関
係であることが分かる。 
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6.2 𝜇 + 2𝜎で伝搬異常判定を行った場合の確率利得 
本節では、受信電力値𝜇 + 2𝜎を基準に伝搬異常判定を行い、確率利得を算出する。具体的
には、受信電力が𝜇 + 2𝜎を上回った状態が 1時間以上継続していた場合を伝搬異常として扱
った。また、1つの伝搬異常とその次に発生する伝搬異常の両者の間隔が 1時間以内であっ
た場合、それらを 1つの伝搬異常とした。これを表 2.2.1に示した放送波に対して適用した。
このようにして算出した各放送波の伝搬異常発生回数を表 6.2.1に示す。 
 
表 6.2.1 放送波と伝搬異常発生回数 
放送波 (周波数) 伝搬異常発生回数（𝜇 + 2𝜎） 
FM Tokyo (80.0 MHz) 142 
NHK FM Tokyo (82.5 MHz) 186 
NHK FM Mito (83.2 MHz) 224 
 
6.1節と同様に、FM Tokyo（80.0 MHz）、NHK FM Mito（83.2 MHz）、NHK FM Tokyo
（82.5 MHz）の放送波を用いて算出した確率利得のグラフを示し、落雷と伝搬異常の関連
性を考察する。まず、東京タワーから送信される放送波を用いたときの確率利得算出結果
を図 6.2.1に示す。ここで、解析対象とする落雷群は 6.1節と同様である。 
 
 
図 6.2.1 確率利得 𝐺p (FM Tokyo, 80.0 MHz) 
 
全ての 𝐿[km]の上限に対して、𝑡per = middle, 1, 2[hours]で確率利得の値が上昇しており、
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東京タワー
落雷群活動中、もしくは活動終了後に伝搬異常が引き起こされやすいことがわかる。また、
落雷と伝搬路間の距離 𝐿[km]の上限が短い場合、落雷群活動中の伝搬異常発生頻度が高くな
り、逆に距離𝐿[km]の上限が長い場合、落雷群の活動終了後に伝搬異常の発生頻度が高くな
る傾向が読み取れる。 
ここで、落雷群と伝搬異常の関係を時系列で考察するために、2013年 7月 8日のデータ
を一例として取り上げる。まず、15時から 17時までの間に伝搬異常と併発したものと判定
された落雷群の位置を、時間帯ごとに図 6.2.2に示す。なお、ここで示しているのは伝搬路
までの距離が𝐿 ≦ 50 kmの落雷位置である。また、12時から 23時までの期間の受信電力の
推移を図 6.1.3に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 15:00:00 to 15:29:59 (LT)           (b) 15:30:00 to 15:59:59 (LT) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
         (c) 16:00:00 to 16:29:59 (LT)            (d) 16:30:00 to 16:59:59 (LT) 
図 6.2.2 伝搬路周辺で発生した落雷 (2013.7.8) 
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図 6.2.3 受信電力の時間変化 (2013.7.8, FM Tokyo, 80.0 MHz) 
 
 この例では、15時頃から落雷群が伝搬路付近に発生している。それに伴い、17時を過ぎ
た頃に受信電力が上昇し、伝搬異常が発生している。この例では、落雷群の活動終了後に
伝搬異常が発生しており、落雷群発生に伴う伝搬異常の可能性が高い。 
 次に、茨城県燕山から送信される放送波を用いたときの確率利得の算出結果を図 6.2.4に
示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.2.4 確率利得 𝐺p (NHK FM Mito, 83.2 MHz) 
 
  茨城県燕山の放送波を用いた場合、𝑡per = middle[hours]で確率利得の値が高くなって
おり、落雷と伝搬異常の関連性が高いことがわかる。特に、この傾向は𝐿 ≦10 kmの落雷群
に対して最も顕著に現れている。茨城県燕山の放送波を用いた場合、より伝搬路に近い落
雷群が伝搬異常を引き起こしていると考えられる。 
ここでも東京タワーの放送波を用いたときと同様に、図 6.1.5, 6.1.6にそれぞれ示す落雷
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の位置と受信電力の時間推移を基に両者の関係を考察する。なお、ここでは 2013 年 7 月
26日に伝搬路との距離が𝐿 ≦50 kmで発生した落雷データを用いた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 22:30:00 to 22:59:59 (LT)           (b) 23:00:00 to 23:29:59 (LT) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
         (c) 23:30:00 to 23:59:59 (LT)           (d) 00:00:00 to 00:29:59 (LT) 
図 6.2.5 伝搬路周辺で発生した落雷(2013, 7.26-27) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.2.6受信電力の時間変化(2013.7.26-27, NHK FM Mito, 83.2 MHz) 
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 この例では、22:30 頃から群馬大学桐生キャンパス周辺において落雷群が発生しており、
時間が経つにつれて伝搬路上を東に向かって通過している。それに伴い、23:30頃から受信
電力が上がり、伝搬異常が発生していることがわかる。これも東京タワーの放送波を用い
たときと同様、落雷群発生に伴う伝搬異常である可能性が高い。また、この例では 7 月 26
日の 19:30 頃に伝搬異常が発生しているが、これは落雷群発生に伴う伝搬異常の可能性は
低い。それは、落雷群発生に伴う伝搬異常は落雷群活動前には起こらないためである。 
 最後に、東京スカイツリーの放送波を用いたときの確率利得の算出結果を図6.2.7に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.2.7 確率利得𝐺p (NHK FM Tokyo, 82.5 MHz) 
 
 
  落雷群と伝搬路の距離を𝐿 ≦10 kmに限定した場合以外では、落雷と伝搬異常の関連性
は殆ど見られないが、𝐿 ≦10 kmのとき、𝑡per = 1[hour]で確率利得の値が高くなっており、
落雷と伝搬異常の関連性が高いことがわかる。東京スカイツリーの放送波では、茨城県燕
山の放送波を用いたときと同様に、伝搬路に近い場所に発生する落雷群が伝搬異常を引き
起こしている可能性が高い。 
 また、図 6.2.8, 6.2.9にそれぞれ示す落雷の位置と受信電力の時間推移を基に両者の関係
を考察する。なお、ここでは 2012 年 5 月 28 日に伝搬路との距離が𝐿 ≦50 km の落雷デー
タを用いた。 
 
 
 
 
20 
 
(a)～(d)
Anomaly
桐生
スカイツリー
桐生
スカイツリー
桐生
スカイツリー
桐生
スカイツリー
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 12:30:00 to 12:59:59 (LT)           (b) 13:00:00 to 13:29:59 (LT) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(c) 13:30:00 to 13:59:59 (LT)            (d) 14:00:00 to 14:29:59 (LT) 
図 6.2.8伝搬路周辺で発生した落雷(2012.5.28, 82.5 MHz) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.2.9受信電力の時間変化(2012.5.28, NHK FM Tokyo, 83.2 MHz) 
 
 この例では、12:30頃から落雷群が受信点側において発生し、時間が経つに従い伝搬路に
近づいている。それに伴い、14 時頃から受信電力のデータが𝜇 + 2𝜎を超えて伝搬異常が発
21 
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生している。これも図 6.2.3, 6.2.6と同様に、落雷群発生に伴う伝搬異常である可能性が高
い。 
 
6.3 落雷を受信点側、送信点側と分けた場合の確率利得 
本項では、落雷を受信点側、送信点側と分けて落雷群を作成し、確率利得を算出するこ
とで落雷と伝搬異常の関連性を考察する。図 6.2.1 は、伝搬路が群馬大学キャンパス - 東
京タワーで、𝐿 ≤ 50 kmの落雷データを用いたときの図であり、緑色が受信点側、青色が送
信点側の落雷となっている。 
ここで、伝搬異常は 6.2節と同様の判定方法を用いる。解析対象とする落雷群は、6.1, 6.2
節と同様に、伝搬路との距離𝐿[km]が基準値（10 km、20 km、…、50 km）以下の範囲で
生じた落雷群である。まず、東京タワーから送信される放送波を用いたときの確率利得算
出結果を図 6.3.2, 6.2.3に示し、表 6.3.1に落雷群の数を伝搬路との距離の上限ごとに示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.3.1 受信点側, 送信点側の落雷（緑：受信点側, 青：送信点側） 
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図 6.3.2 確率利得（受信点側, FM Tokyo, 80.0 MHz） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.3.3 確率利得（送信点側, FM Tokyo, 80.0 MHz） 
 
表 6.3.1 距離別落雷群数（FM Tokyo, 80.0 MHz) 
𝐿 [km] 𝐿 ≦10 km 𝐿 ≦20 km 𝐿 ≦30 km 𝐿 ≦40 km 𝐿 ≦50 km 
𝑁lightning 
（受信点側） 
13 19 28 33 44 
𝑁lightning 
（送信点側） 
13 25 30 39 42 
 
 図 6.3.2, 6.3.3において、𝑡per = middle, 1, 2 hoursで確率利得の値が上昇している。また受
信点側の落雷群は送信点側のそれよりも伝搬異常を引き起こす可能性が高いことがわかる。 
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次に、茨城県燕山から送信される放送波を用いたときの確率利得算出結果を図 6.3.4,6.3.5
に示す。また、表 6.3.2に、落雷群の数を伝搬路との距離の上限ごとに示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.3.4 確率利得（受信点側, NHK FM Ibaraki, 83.2 MHz） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.3.5 確率利得（送信点側, NHK FM Ibaraki, 83.2 MHz） 
 
表 6.3.2 距離別落雷群数（FM Ibaraki, 83.2 MHz) 
𝐿 [km] 𝐿 ≦10 km 𝐿 ≦20 km 𝐿 ≦30 km 𝐿 ≦40 km 𝐿 ≦50 km 
𝑁lightning 
（受信点側） 
22 47 67 93 115 
𝑁lightning 
（送信点側） 
18 39 55 79 105 
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受信点側において、𝑡per = middle[hours]で確率利得が上昇している。それに対し、送信
点側では、𝑡per = −1 hourで確率利得の値が上昇している。これは、落雷群が受信点側から
送信点側に向かっているためだと考えられる。受信点側で発生した落雷群が伝搬異常を発
生させ、それが伝搬異常発生後に送信点側に移動したと考えられる。そのため、𝑡per =
−1 hourで確率利得の値が大きくなり、伝搬異常発生後にその伝搬異常によって落雷群が引
き起こされたような結果となっている。 
最後に、東京スカイツリーの放送波を用いたときの確率利得算出結果を図 6.3.6, 6.3.7に
示す。また、表 6.3.3に落雷群の数を伝搬路との距離の上限ごとに示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.3.4 確率利得（受信点側, NHK FM Ibaraki, 83.2 MHz） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.3.5 確率利得（送信点側, NHK FM Ibaraki, 83.2 MHz） 
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表 6.3.2 距離別落雷群数（NHK FM Tokyo, 82.5 MHz) 
𝐿 [km] 𝐿 ≦10 km 𝐿 ≦20 km 𝐿 ≦30 km 𝐿 ≦40 km 𝐿 ≦50 km 
𝑁lightning 
（受信点側） 
19 31 47 63 88 
𝑁lightning 
（送信点側） 
19 34 45 61 75 
 
受信点、送信点側のどちらにおいても、𝑡per = middle, 1, 2 hoursで確率利得が上昇してい
る。受信点側と送信点側のどちらの落雷群も伝搬異常を引き起こしやすいことがわかる。 
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7. 考察 
 6.1節の解析結果により、東京タワー（80.0 MHz）、茨城県燕山（83.2 MHz）、東京スカ
イツリー（82.5 MHz）の 3つの放送波全てにおいて、落雷群と 𝜇 − 2𝜎を下回る伝搬異常に
は関連が無いことがわかった。 
6.2節では、3つの放送波において、落雷群活動中、もしくは活動後に𝜇 + 2𝜎 を超える伝
搬異常が引き起こされやすいということがわかった。 
6.3節においても、解析対象とした 3つの放送波において、落雷群活動によって𝜇 + 2𝜎を
超える伝搬異常が引き起こされていることがわかった。この伝搬異常発生要因として、活
発な積乱雲からの下降気流により作られた冷気外出流の存在が考えられる。地面付近に厚
さ 200-300 mの厚さを持つ冷気が堆積することによりラジオダクトが形成され、伝搬異常
が引き起こされた可能性がある。この仮説を検証すべく、次章以降ではレイトレース理論
について述べ、この理論を用いてラジオダクトが形成された場合に伝搬異常が発生するか
シミュレーションにて解析を行う。 
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受信領域
8. レイトレース理論 
8.1 レイトレースとは 
 送信点から放射された電波は、様々な構造物にて幾何学的に反射、透過、回折を繰り返
して受信点に到達する。送信点から受信点までのレイの軌跡を求める方法として、イメー
ジング法とレイラウンチング法の二つの方法が存在する。本稿では、レイラウンチング法
を用いてレイトレースシミュレーションを行う。 
 
8.2 伝搬路と地球の丸みによる影響 
8.2.1 伝搬路の設定 
 本シミュレーションでは、伝搬路を以下のように設定する。なお、受信点とする群馬大
学桐生キャンパス手前には山が存在し、送信点からの電波を遮っているため、その山の山
頂に受信領域を設定する。受信領域に関しては次項で述べる。 
 
表 8.2.1.1 伝搬路の設定 
送信点, 受信点 東京タワー, 群馬大学桐生キャンパス 
送信点高, 受信点高 351 m, 138 m 
伝搬距離 92.108 km 
 
8.2.2受信領域の設定 
 本項では受信領域を設定する。図 8.2.2.1に示すよう、受信点である群馬大学桐生キャン
パスの手前に山が存在している。そのため、受信領域はこの山の山頂に設ける。この受信
領域の開口面積を求める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 8.2.2.1群馬大学桐生キャンパス周辺の断面図 
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 MASPRO製 VHFアンテナ「FM5」の利得は、カタログより 6[dB]となっている[17]。こ
の値をアイソトロピックゲインの値に変換すると、6+2.15=8.15[dBi]となる。これを真数表
示すると、以下のようになる。 
𝐺𝑎 = 10
0.815 ≅ 6.53            (8.2.2.1) 
 よって、受信アンテナの開口面積𝐴[m2]は送信波の波長𝜆[m]を用いて以下のように表され
る。 
𝐴 =
𝜆2𝐺𝑎
4𝜋
=
6.53
4𝜋
𝜆2[m2]          (8.2.2.2) 
8.2.3 送信点、受信領域の傾き 
 8.2.1, 8.2.2 項では受信領域や送信点を示した。この受信領域、送信点は地球の丸みによ
って傾いていており、シミュレーション上でそれを考慮するため、図 8.2.3.1を用いてその
傾きを算出する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 8.2.3.1 受信点、送信点の傾き 
 
 地球の中心座標を(𝑋, 𝑌)とし、その他の座標を図 8.2.3.1 のように定める。まず、送信点
側を考える。送信アンテナ高をℎ[km]とすると、アンテナの水平方向の傾きは𝜃 2⁄
であり、水平方向のずれは ℎ cos (
𝜋−𝜃
2
)と表すことができる。また、𝜃は余弦定理より
以下のように求められる。 
𝜃 = cos−1 (1 −
𝐿2
2𝑅2
)             (8.2.3.1) 
これらの式を用いて水平方向のずれを計算する。𝑅 = 6378.137[km]、送信アンテナ高を 
ℎ = 351 × 10−3[km]、𝐿 = 89.123[km]とすると 
𝜃 ≅ 1.40 × 10−2[rad] 
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送信点側の水平方向のずれ = ℎ cos (
𝜋 − 𝜃
2
) ≅ 4.90 × 10−3[km] 
受信領域側も同様に、ℎ = 138 × 10−3[km]として水平方向のずれを計算する。 
𝜃 ≅ 1.40 × 10−2[rad] 
受信領域側の水平方向のずれ ≅ 1.93 × 10−3[km] 
 
8.2.4 屈折指数分布 
本項では標準大気の屈折率を、屈折指数𝑁を用いて表す。𝑁は大気屈折率の変化を明瞭に
するために用いられ、大気の屈折率を𝑛とすると以下のように表される。 
𝑁 ≡ (𝑛 − 1) × 10−6[NU]            (8.2.4.1) 
 中緯度地域における屈折指数は、海抜高度をℎ[km]とすると平均的に次式で表される[18]。 
𝑁(ℎ) = 315exp (−0.136ℎ)              (8.2.4.2) 
地球の丸みを考慮すると、式(2.2.4.3)は以下のように書き換えることができる。 
𝑁(𝑥, 𝑦) = 315exp {−0.136 × (𝑦 − √𝑅2 − (𝑥 − 𝑋)2 + 𝑌)}              (8.2.4.3) 
式 8.2.4.3を用いて算出した大気屈折指数分布を以下の図 8.2.4.1に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 8.2.4.1 標準大気の屈折指数分布 
 
8.3 レイの軌跡 
8.3.1不均質媒質におけるレイの軌跡 
見通し内電波伝搬において、電波は対流圏を伝搬する。対流圏の屈折率は図 8.2.4.1に示
したように高度によって変化するため、電波は屈折しながら伝搬する。レイトレース法で
は、この屈折を表すために微小時間毎にレイを分割し、その都度屈折角を算出してレイの
トレースを行う。以下に、不均質媒質中におけるレイの軌跡を示す。 
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図 8.3.1.1 不均質媒質中におけるレイの軌跡 
 
 矢印が電波の軌跡である。ある時刻（𝑡 = 𝑡1）における、電波の進行方向に対して垂直な
波面を𝐴1𝐵1 = 𝛥𝑙 とし、そこから∆𝑡だけ経過したときの波面を𝐴2𝐵2とする。このとき、レ
イの屈折角𝛥𝛷は波面𝐴1𝐵1（=𝐴1´𝐵2）と𝐴2𝐵2 がなす角に等しい。今、∠𝐴2𝐵2𝐴1´ = 𝛥𝛷、 
𝐵2𝐴1´ = 𝛥𝑙であるので、弧𝐴1´𝐶の長さを𝐿とすると𝐿は以下のように表される。 
𝛥𝑙𝛥𝛷 = 𝐿                (8.3.1.1) 
 線分𝐴1´𝐴2の長さは𝐴1´𝐴2 =  𝛥𝑣𝛥𝑡で表され、𝐴1´𝐴2 ≅ 𝐿と近似すると以下の関係式が得られ
る。 
𝛥𝑙𝛥𝛷 = 𝛥𝑣𝛥𝑡               (8.3.1.2) 
 式 8.3.1.2の変数の値を限りなく 0に近づけたとき、この式は以下のように表される。 
𝑑𝛷
𝑑𝑡
=
𝑑𝑣
𝑑𝑙
                (8.3.1.3) 
 ここで、𝑣はレイの速度であり、屈折率𝑛の媒質を進行中のレイの速度𝑣は光速𝑐を用いて
以下のように表すことができる。 
𝑣 =
𝑐
𝑛
                 (8.3.1.4) 
 また、屈折率𝑛は地球の丸みを考慮すると以下の式で与えられる。 
𝑛(𝑥, 𝑦) = 315 × 10−6 exp {−0.136 × (𝑦 − √𝑅2 − (𝑥 − 𝑋)2 + 𝑌)} + 1   (8.3.1.5) 
レイの速度𝑣を屈折率𝑛で微分した値は以下のように表される。 
𝑑𝑣
𝑑𝑛
= −
𝑐
𝑛2
               (8.3.1.6) 
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 式 8.3.1.6を式 8.3.1.3の右辺に代入すると、以下のように表すことができる。 
𝑑𝛷
𝑑𝑡
= −
𝑐
𝑛2
𝑑𝑛
𝑑𝑙
              (8.3.1.7) 
 ここで、屈折率𝑛は𝑥と𝑦の変数であり、全微分可能である。また、𝑛の全微分は以下のよ
うに表される。 
𝑑𝑛 =
𝜕𝑥
𝜕𝑛
𝑑𝑥 +
𝜕𝑦
𝜕𝑛
𝑑𝑦            (8.3.1.8) 
 また、微小領域𝑑𝑙を用いて𝑑𝑥、𝑑𝑦を表す。 
𝑑𝑥 = 𝑑𝑙cos𝛷               (8.3.1.9) 
𝑑𝑦 = −𝑑𝑙sin𝛷                 (8.3.1.10) 
 式 8.3.1.8, 8.3.1.9, 8.3.1.10を式 8.3.1.7に代入すると以下のように表される。 
𝑑𝛷
𝑑𝑡
= −
𝑐
𝑛2
[
𝜕𝑛
𝜕𝑥
cos𝛷 −
𝜕𝑛
𝜕𝑦
sin𝛷]             (8.3.1.11) 
𝜕𝑛
𝜕𝑥
= −0.136
(𝑥 − 𝑋)
√𝑅2 − (𝑥 − 𝑋)2
{ 𝑛(𝑥, 𝑦) − 1 } 
𝜕𝑛
𝜕𝑦
= −0.136・{ 𝑛(𝑥, 𝑦) − 1 }       
 
8.3.2大地によるレイの反射（反射点座標, 反射角, 反射係数, 透過係数） 
 レイトレースシミュレーションを行う上で、大地によるレイの反射を考慮しなければな
らない。そこで本項では、レイの反射点座標、反射角、反射係数、透過係数の求め方を示
す。最初に、レイの反射点座標の求め方を示す。大地による反射が起こったとき、以下の
図 8.3.2.1で示した座標𝐶(𝑥𝑐, 𝑦𝑐)を求める必要がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 8.3.2.1 大地による反射 
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この座標を求めるには、直線 ABの直線式と、地球の円の方程式との交点を求める必要が
ある。点 A、Bを通る直線式は以下のように表される。 
𝑦 =
𝑦𝑎 − 𝑦𝑏
𝑥𝑎 − 𝑥𝑏
(𝑥 − 𝑥𝑎) + 𝑦𝑎            (8.3.2.1) 
地球の中心座標を(𝑋, 𝑌)、半径を𝑅とすると、地球の円の方程式は以下のように表される。 
(𝑥 − 𝑋)2 + (𝑦 − 𝑌)2 = 𝑅2            (8.3.2.2) 
 式 8.3.2.1を式 8.3.2.2に代入することで交点 Cの𝑥座標を求める。 
(𝑥𝑐 − 𝑋)
2 + {𝐴(𝑥𝑐 − 𝑋) + 𝑦𝑎 − 𝑌}
2 = 𝑅2        (8.3.2.3) 
ただし、𝐴 =
𝑦𝑎 − 𝑦𝑏
𝑥𝑎 − 𝑥𝑏
 
上式より𝑥𝑐は以下のようになる。 
𝑥𝑐
=
𝑋 + 𝐴(𝐴𝑥𝑎 − 𝑦𝑎 + 𝑌) −√{𝑋 + 𝐴(𝐴𝑥𝑎 − 𝑦𝑎 + 𝑌)}2 − (1 + 𝐴2){(𝐴𝑥𝑎 − 𝑦𝑎 + 𝑌)2 + 𝑋2 − 𝑅2}
1 + 𝐴2
 
この式を変形して整理すると、以下のように表すことができる。 
𝑥𝑐 =
𝑋 + 𝐴(𝐴𝑥𝑎 − 𝑦𝑎 + 𝑌) − √−{𝐴𝑋 − (𝐴𝑥𝑎 − 𝑦𝑎 + 𝑌)}2 + (1 + 𝐴2)𝑅2
1 + 𝐴2
  (8.3.2.4) 
 同様に𝑦𝑐は以下のように表される。 
𝑦𝑐 = A(𝑥𝑐 − 𝑥𝑎) + 𝑦𝑎            (8.3.2.5) 
これらをまとめると、求める座標𝐶(𝑥𝑐 , 𝑦𝑐)は以下のように表すことができる。 
𝐶 (
𝑋 + 𝐴(𝐴𝑥𝑎 − 𝑦𝑎 + 𝑌) − √−{𝐴𝑋 − (𝐴𝑥𝑎 − 𝑦𝑎 + 𝑌)}2 + (1 + 𝐴2)𝑅2
1 + 𝐴2
, 𝐴(𝑥𝑐 − 𝑥𝑎) + 𝑦𝑎) 
 
 次にレイの反射角を求める。反射角の求め方は反射点座標によって以下の 2 パターンに
分かれる 
①：反射点における円の接線に垂直な直線の傾きが正の場合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 8.3.2.2 レイの大地による反射（直線の傾き：正） 
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 錯角の関係を用いると𝜃𝑖𝑛
´は以下のように表される。 
𝜃in
´ = 𝜃1 +
𝜋
2
                 (8.3.2.6) 
大地へ入射するレイの角𝜃𝑖𝑛は以下のように表される。 
𝜃in =
𝜋
2
− (𝜃1 − 𝜃2) = 𝜃ref           (8.3.2.7) 
レイが地表で反射したあとになす角𝜃𝑜𝑢𝑡は以下にように表される。 
𝜃out = 𝜃ref + 𝜃2                (8.3.2.8) 
式 8.3.2.8は、式 8.3.2.6, 8.3.2.7を用いると以下のように変形できる。 
𝜃out =
𝜋
2
− (𝜃1 − 𝜃2) + 𝜃2 
    =
𝜋
2
+
𝜋
2
− 𝜃𝑖𝑛
´ + 2𝜃2 
= 𝜋 − 𝜃𝑖𝑛
´ + 2𝜃2              (8.3.2.9) 
 ここで、𝜃2は次に示す図 8.3.2.3を参考に求める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 8.3.2.3 𝜃2の求め方 
 
大地によるレイの反射点座標を𝐴(𝑥1, 𝑦1)とし、𝐴と地表面の接線を Tとすると、𝜃2は接線
Tと𝑥軸とがなす角である。𝐴(𝑥1, 𝑦1)における接線の方程式は、地球の半径を𝑅、地球の中心
座標を(𝑋, 𝑌)とすると、以下のように与えられる。 
(𝑥1ー𝑋)(𝑥 − 𝑋) + (𝑦1 − 𝑌)(𝑦 − 𝑌) = 𝑅2        (8.3.2.10) 
 この式を𝑦について解き、接線の傾きを求めると以下のようになる。 
接線の傾き = −
(𝑥1 − 𝑋)
(𝑦1 − 𝑌)
              (8.3.2.11) 
 式 8.3.2.11より、接線 Tの傾きの絶対値は
(𝑥1 − 𝑋)
(𝑦1 − 𝑌)
と表される。余弦定理を用いて𝜃2
は以下のように求められる。 
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𝜃2 = cos
−1
(
 
 
 
1
√1 + (
𝑥1 −𝑋
𝑦1 − 𝑌
)
2
)
 
 
 
            (8.3.2.12) 
 最終的に求める反射後の角度𝜃outは式(8.3.2.9)、式(8.3.2.12)を用いて以下のように表され
る。 
𝜃out = 𝜋 − 𝜃in
´ + 2 cos−1
(
 
 
 
1
√1 + (
𝑥1 −𝑋
𝑦1 − 𝑌
)
2
)
 
 
 
        (8.3.2.13) 
②：反射点における円の接線に垂直な直線の傾きが負の場合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 8.3.2.4 レイの大地による反射（直線の傾き：負） 
 
 図 8.3.2.4より、𝜃in
´, 𝜃in, 𝜃outはそれぞれ以下のように表される。 
𝜃in
´ =
𝜋
2
+ 𝜃1                (8.3.2.14) 
𝜃in = 𝜃ref =
𝜋
2
− (𝜃1 + 𝜃2)             (8.3.2.15) 
𝜃out = 𝜃ref − 𝜃2 
=
𝜋
2
− 𝜃1 − 2𝜃2 
=
𝜋
2
+
𝜋
2
− 𝜃in
´ − 2𝜃2 
= 𝜋 − 𝜃in
´ − 2𝜃2             (8.3.2.16) 
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これらを考慮して、地表面による反射波の反射角は以下のように表される。 
𝜃out = {
𝜋 − 𝜃in
´ + 2𝜃2   (𝑥 ≥
𝐿
2
 )
𝜋 − 𝜃in
´ − 2𝜃2  ( 𝑥 <
𝐿
2
 )
   ただし、𝐿[km]：受信点−送信点間の直線距離 
 これらを考慮して行ったシミュレーション結果を図 8.3.2.5に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 8.3.2.5 シミュレーション結果 
 
 最後に、反射係数と透過係数を求める。シミュレーション対象の電波は FM 波であり、
水平偏波と仮定する。水平偏波の反射係数は以下の式で与えられる[19]。 
𝑅H =
cos𝜃in −√𝑛2 − sin2 𝜃in
cos𝜃in +√𝑛2 − sin2 𝜃in
              (8.3.2.17) 
ただし、𝜃in:入射角,  𝑛
2 =
𝜀2
𝜀1
,  𝜀1:空気の比誘電率,  𝜀2:大地の比誘電率 
 ここで、本シミュレーションにおいての放射角はほぼ90°であるため、𝜃in ≅ 90°となる。
そのため、反射係数𝑅H ≅ 0.99となり、レイは完全導体に近い形で反射する。 
また、透過係数は以下のように与えられる。 
𝑇H =
2 cos𝜃in
cos 𝜃in +√𝑛2 − sin2 𝜃in
            (8.3.2.18) 
 式(8.3.2.18)も𝜃in ≅ 90
°であり、透過係数𝑇H ≅ 0となるため、ここではレイの透過を無視
する。 
 
8.4 受信電力の計算方法 
8.4.1 位相差の考慮 
 本項では、レイの経路の違いによる位相差の計算を行う。まず、波数𝑘はレイの進行速度
𝑣 = 𝑐 𝑛⁄ [
m
s⁄ ]を用いて以下のように表される。 
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𝑘 =
2𝜋
𝜆
=
2𝜋𝑓𝑛
𝑐
              (8.4.1.1) 
 ここで、𝜆[m/s]は送信波の波長、𝑓[Hz]は送信波の周波数、𝑛は大気の屈折率、𝑐[m/s] 
は光速である。 
微小時間∆𝑡の間にレイが進む距離∆𝐿[m]は以下のようになる。 
∆𝐿 = ∆𝑡 𝑣 = ∆𝑡
𝑐
𝑛
              (8.4.1.2) 
 これらより、位相𝑘∆𝐿は以下のように表される。 
𝑘∆𝐿 = 2𝜋𝑓∆𝑡                (8.4.1.3) 
式 8.4.1.3より、位相は周波数と微小時間に依存することがわかる。この微小時間∆𝑡を対
象とする波の周波数にあわせるとすると、以下のように表すことができる。 
∆𝑡 = 𝑚
1
𝑓
 （𝑚:整数）           (8.4.1.4) 
 式 8.4.1.4の微小時間∆𝑡を用いると、位相は以下のように表される。 
𝑘∆𝐿 = 2𝜋𝑚                 (8.4.1.5) 
ここで、整数𝑚の妥当な値は 9.1 節にて考察する。式 8.4.1.5 のように∆𝑡をとると、∆𝑡間
隔であれば位相差は発生しない。ただし、図 8.4.1.1, 図 8.3.2.1 のような受信領域手前と、
大地による反射が起こる際に位相差が発生する。このときの位相差について図 8.4.1.2を用
いて考える。 
 
 
 
 
 
 
図 8.4.1.1 受信領域手前の位相差 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 8.4.1.2 位相差の計算方法 
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 ∆𝑡毎に計算を行うため、∆𝑡間のレイは直線で近似されている。また、点 A と点 Cは既知
であるため、これらの座標から直線の傾きを求める。点 Bの𝑥座標も既知であるため、直線
の方程式に点 Bの𝑥座標を代入することで𝑦座標も求めることができ、最終的に B(𝑥𝑏, 𝑦𝑏)が
求まる。 
まず、傾き𝑎、切片𝑏の直線式を𝑦 = 𝑎𝑥 + 𝑏とし、点 A、点 B の座標を代入すると以下の
ようになる。 
𝑦𝑎 = 𝑥𝑎 + 𝑏                   (8.4.1.6) 
𝑦𝑏 = 𝑥𝑏 + 𝑏                   (8.4.1.7) 
この 2式より、直線の傾き𝑎と切片𝑏は以下のように与えられる。 
𝑎 = −
𝑦𝑎 − 𝑦𝑏
𝑥𝑎 − 𝑥𝑏
                (8.4.1.8) 
𝑏 = 𝑦𝑎 −
𝑦𝑎 − 𝑦𝑏
𝑥𝑎 − 𝑥𝑏
𝑥𝑎                (8.4.1.9) 
 式 8.4.1.8, 8.4.1.9より、求める直線の方程式は以下のようになる。 
𝑦 = −
𝑦𝑎 − 𝑦𝑏
𝑥𝑎 − 𝑥𝑏
𝑥 + 𝑦𝑎 −
𝑦𝑎 − 𝑦𝑏
𝑥𝑎 − 𝑥𝑏
𝑥𝑎 
= −
𝑦𝑎 − 𝑦𝑏
𝑥𝑎 − 𝑥𝑏
(𝑥 − 𝑥𝑎) + 𝑦𝑎             (8.4.1.10) 
 式 8.4.1.10に受信点の𝑥座標を代入することで、受信点の座標を以下のように求める。 
受信点の座標 B(𝑥2, −
𝑦𝑎 − 𝑦𝑏
𝑥𝑎 − 𝑥𝑏
(𝑥2 − 𝑥𝑎) + 𝑦𝑎 ) 
 点 Aから点 Bまでの直線距離𝑑は√(𝑥𝑏 − 𝑥𝑎)2 + (𝑦𝑏 − 𝑦𝑎)2であり、また𝑑 =
𝑛
𝑐
∆𝑡であるの
で、∆𝑡は以下のように表すことができる。 
∆𝑡 =
𝑐
𝑛
𝑑                 (8.4.1.11) 
 これらより、位相差は∆𝑡を用いて以下のように表す。 
𝑒−𝑗2𝜋𝑓∆𝑡               (8.4.1.12) 
 
8.4.2 1本のレイが持つ電界強度 
本研究では、レイトレース法を用いて電波の軌跡をシミュレーションし、受信領域に到
達したレイによって受信電力を求める。このシミュレーションは二次元で行っているが、
受信電力は三次元的に放射されるため、受信電力を求める上で工夫を施す必要がある。 
 まず、送信アンテナを等方性アンテナと仮定する。等方性アンテナは三次元方向に均等
に拡がるが、シミュレーションは二次元であるため、図 8.4.2.1のようにシミュレーション
では考慮しない方向に対する放射角を一定にする必要がある。 
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受信領域r
受信領域
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 8.4.2.1 z方向に対する放射角 
 
 図 8.4.2.1 のように放射角を定めることで、z 方向に対する受信電力の変化が無くなり、
二次元問題として考えることができる。 
 次に、等方性アンテナは全方向に均等に電波を放射しているが、シミュレーションでは
ある一定の範囲にのみ放射しているため、全方向に対する、シミュレーションで放射して
いるレイの割合を求める。図 8.4.2.1 と図 8.4.2.2 において、全方向に対する、実際に放射
しているレイの範囲は以下の式 8.4.2.1のように表される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 8.4.2.2 二次元でのレイの放射角 
 
∆𝜑𝑟・∆𝜃𝑟
4𝜋𝑟2
=
∆𝜑∆𝜃
4𝜋
               (8.4.2.1) 
 ここで、送信アンテナを半波長ダイポールアンテナと仮定しなおす。本シミュレーショ
ンにおいて、レイの放射角はほぼ 90°であるため、全てのレイが半波長ダイポールアンテナ
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の最大利得 1.64を得ることができる。アンテナの送信電力が𝑃𝑇のとき、これらを考慮する
と放射されるレイの総電力𝑃は以下のように表される。 
𝑃 = 1.64𝑃𝑇 ∙
∆𝜑∆𝜃
4𝜋
              (8.4.2.2) 
 受信領域での受信電力密度𝑝は、送信点と受信領域の距離を𝑟とすると、以下のように表
される。 
𝑝 =
𝑃
∆𝜑∆𝜃𝑟2
                (8.4.2.3) 
レイの総電界強度𝐸は自由空間のインピーダンスを 120𝜋とすると、以下のように表される。 
𝐸 = √120𝜋 ∙ 𝑝                (8.4.2.4) 
レイ一本の電界強度𝐸partは、放射するレイの本数を𝑁rとすると、以下のように表される。 
𝐸part =
𝐸
𝑁r
                  (8.4.2.5) 
 
8.4.3 受信領域における電界強度 
 受信領域に到達した直接波を𝐸𝑑、反射波を𝐸𝑟とすると、それぞれ以下のように表せる。 
𝐸𝑑 = 𝐸1𝑒
−𝑗2𝜋𝑓∆𝑡              (8.4.3.1) 
𝐸𝑟 = 𝑅𝐻𝐸1𝑒
𝑗2𝜋𝑓∆𝑡              (8.4.3.2) 
受信領域に直接波が𝑀本、反射波が𝑁本到達したとき、受信領域での受信電界強度𝐸𝑎𝑙𝑙は
以下のように表される。 
𝐸𝑎𝑙𝑙 = ∑ 𝐸1𝑒
−𝑗2𝜋𝑓∆𝑡𝑚
𝑀
𝑚=1
+∑𝑅𝐻𝐸1𝑒
𝑗2𝜋𝑓∆𝑡𝑛
𝑁
𝑛=1
      (8.4.3.3) 
受信電力密度𝑝𝑎𝑙𝑙は以下のように求まる。 
𝑝𝑎𝑙𝑙 =
𝐸all
2
120𝜋
                (8.4.3.4) 
求める受信電力𝑃𝑟は開口面積𝐴を用いて以下のように表される。 
𝑃𝑟 = ∆𝜑 × 𝑟 × 𝐴 ×
𝐸all
2
120𝜋
[w]           (8.4.3.5) 
この受信電力の単位を[w]から[dBm]に変換すると、以下のようになる。 
受信電力[dBm] = 10log10 (
𝑃𝑟
1[mW]
) = 10log10(𝑃𝑟 × 10
3) = 10log10𝑃𝑟 + 30[dBm]    (8.4.3.6) 
 
8.4.4 ∆𝜑の求め方 
図 8.4.2.1で示した∆𝜑は、図 8.4.4.1を参照して求める。 
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第一回折点
（受信領域）
第二回折点
 
 
 
 
 
 
 
図 8.4.4.1 𝑥𝑧平面 
 
 図 8.4.4.1より、以下の関係式が成り立つ。 
√𝐿2 +
𝐴
4
cos (
∆𝜑
2
) = 𝐿             (8.4.4.1) 
この式を変形して∆𝜑を求めると、以下のようになる。 
∆𝜑 = 2 cos−1
𝐿
√𝐿2 +
𝐴
4
             (8.4.4.2) 
ここで、𝐿は受信点 – 送信点間距離、√𝐴は受信領域の一辺の長さであり、どちらも既知で
あるため、∆𝜑を求めることができる。 
 
8.4.5 回折損の計算方法 
 ここでは回折損の計算方法を示す。受信点 – 
送信点をそれぞれ群馬大学桐生キャンパス – 東
京タワーとしたとき、図 8.4.5.1 のように受信点
手前の二つの山が電波の見通しを遮っている。よ
って、これらの山による回折損を考える。 
 
 
 
 
 
 
 
                         
図 8.4.5.1 受信点手前の様子 
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東京タワー
第一回折点
第二回折点
仮想反射点
第一回折点
第二回折点
始めに、直接波の回折損計算方法を示す。直接波のレイは送信点から受信領域に到達し
ているため、図8.4.5.2のように各パラメータを決定して回折損を求める。回折損は式8.4.5.1
のように求められる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 8.4.5.2 直接波の回折 
 
𝐽(𝜈) = 6.9 + 20 log {√(𝜈 − 0.1)2 + 1+ 𝜈 − 0.1}       (8.4.5.1) 
ただし、𝜈 = ℎ√
2
𝜆
(
1
𝑑1
+
1
𝑑2
) = √
2𝑑𝛼1𝛼2
𝜆
   𝑑 = 𝑑1 + 𝑑2 
 次に、反射波の回折損計算方法を示す。求める際、受信領域に到達したレイの大地との
反射点座標を求めてそれらの平均値を求め、その値を仮想反射点座標とする。 
例えば、受信領域に到達した反射波の反射点座標を(𝑥1, 𝑦1), (𝑥2, 𝑦2), (𝑥3, 𝑦3)とすると仮想
反射点の座標は以下のように表される。 
仮想反射点座標(𝑥ref, 𝑦ref) = (
𝑥1 + 𝑥2 + 𝑥3
3
,
𝑦1 + 𝑦2 + 𝑦3
3
) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 8.4.5.3 仮想反射点座標の求め方 
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群馬大学
桐生キャンパス
第一回折点
第二回折点
仮想反射点
第一回折点
第二回折点
仮想反射点座標を元に、図 8.4.5.4 のように各パラメータを決定して式 8.4.5.1 を用いる
ことで、直接波の回折損計算方法と同様に回折損を求めることができる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 8.4.5.4 反射波の回折 
 
𝐽(𝜈) = 6.9 + 20 log {√(𝜈 − 0.1)2 + 1+ 𝜈 − 0.1}       (8.4.5.2) 
ただし、𝜈 = ℎ√
2
𝜆
(
1
𝑑1
+
1
𝑑2
) = √
2𝑑𝛼1𝛼2
𝜆
   𝑑 = 𝑑1 + 𝑑2 
 最後に、第二回折点における回折損計算方法を示す。図 8.4.5.5のように電波の経路を定
めることで、直接波、反射波と同様に回折損の計算が行える。この際の回折損𝐽(𝜈)も式8.4.5.1
を用いて計算できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 8.4.5.5 第二回折点における回折損 
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𝐽(𝜈) = 6.9 + 20 log {√(𝜈 − 0.1)2 + 1+ 𝜈 − 0.1}       (8.4.5.3) 
ただし、𝜈 = ℎ√
2
𝜆
(
1
𝑑1
+
1
𝑑2
) = √
2𝑑𝛼1𝛼2
𝜆
   𝑑 = 𝑑1 + 𝑑2 
 
8.5 ダクト空間とその影響 
8.5.1 修正屈折指数とラジオダクト 
 伝搬異常が発生する一つの要因として、大気の屈折率異常が挙げられる。大気屈折率異
常の発生要因としては、活発な積乱雲からの下降気流により作られた冷気外出流の存在が
挙げられる。冷気外出流により形成された屈折率分布の異常（ラジオダクト）が伝搬異常
を引き起こされると考えられている。このラジオダクトについて説明を行う。ラジオダク
トの説明を行う前に、ラジオダクトを説明する上で重要な修正屈折指数に関して述べる。
地球を平面として扱えるように屈折率の式を変形したのが修正屈折指数𝑀であり、地球の半
径を𝑅[km]、海抜高ℎ[km]とすると以下のように表される。 
𝑀(𝑥, 𝑦) = 𝑁(𝑥, 𝑦) +
ℎ(𝑥, 𝑦)
𝑅
× 106 = 315exp(−0.136ℎ(𝑥, 𝑦)) +
ℎ(𝑥, 𝑦)
𝑅
× 106 (8.5.1.1) 
以下の図 8.5.1.1 に通常大気の屈折指数分布を、図 8.5.1.2 に通常大気の修正屈折指数分布
をそれぞれ示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 8.5.1.1 通常大気の屈折指数分布       図 8.5.1.2 通常大気の修正屈折指数分布 
 
 図 8.5.1.2 に示すよう、通常、修正屈折指数𝑀は高度が上昇するに従って直線的に増加す
る。しかしながら、特殊な気象条件のとき、図 8.5.1.3のように逆転層が発生することがあ
る。これをラジオダクトといい、このダクト層を通過した電波は、通常とは異なった軌道
を描くこととなる。 
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図 8.5.1.3 逆転層発生時の修正屈折指数分布 
 
 図 8.5.1.1, 8.5.1.2, 8.5.1.3は理論式から導いた分布図であり、本シミュレーションでは、
気象庁が取得している高層気象台（茨城県つくば市館野）のデータを用いて修正屈折指数
を算出する。このデータに関しては次項で述べる。 
 
8.5.2 高層気象台（館野）で取得したデータ 
 本節では、気象庁が取得している高層気象台のデータに関して述べる。このデータには「観
測日, 気圧[hPa], ジオポテンシャル高度[m], 気温[℃], 相対湿度[%]」が存在しており、毎
日 9 時、21 時にこれらのデータが取得される。以下に、これらのデータから屈折指数や修
正屈折指数を算出する方法を示す。また、本稿では 21時に観測された高層気象台データを
用いる。これは、活発な積乱雲が発生するのは夕方が多いためである。 
電波領域での屈折指数𝑁[NU]は以下のように表される[18]。 
𝑁 =
77.6
𝑇
(𝑃 +
4810𝑃𝑤
𝑇
)              (8.5.2.1) 
ただし、𝑃:大気圧[hPa] 𝑇:気温[K] 𝑃𝑤:水蒸気圧[hPa] 
ここで、水蒸気圧𝑃𝑤は相対湿度𝑒と飽和水蒸気圧𝑃𝑠を用いて以下のように表される。 
𝑃𝑤 =
𝑒 × 𝑃𝑠
100
                  (8.5.2.2) 
飽和水蒸気圧𝑃𝑠は気温𝑡[℃]の関数であり、以下のように表される。 
𝑃𝑠 = 6.11 × 10
(
𝑡
𝑡+273.3
)
             (8.5.2.3) 
これらを用いることで屈折指数𝑁を求めることができる。 
𝑁 = (
77.6
𝑡 + 273.15
)(
𝑃 + (4810.0 × 𝑃𝑤)
𝑡 + 273.15
)         (8.5.2.4) 
修正屈折指数は式 8.5.1.1を用いることで算出できる。 
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高度[m]
修正屈折指数[MU]
8.5.3 修正屈折指数データの使用方法 
 実際に取得する高層気象台のデータは、高度に対する修正屈折指数値が離散的であるた
め、直線近似を行うことでデータを補間する。 
以下のように高度ℎ[m]と修正屈折指数𝑀[MU]のデータがnum個与えられたと仮定する。 
(ℎ1,𝑀1), (ℎ2,𝑀2), (ℎ3,𝑀3),⋯⋯ , (ℎnum,𝑀num) 
ただし、ℎ1 < ℎ2 < ℎ3 < ⋯⋯ < ℎnum 
 このようにデータが与えられたとき、これらの離散データを区間ごとに直線近似するこ
とで、連続データとして扱う。 
 
①, 高度 0 ~ 𝒉𝟏間 
 気象庁から所得できるデータは最低でも高度ℎ1という高さを持っている。そのため、地表
である高度 0[m]からℎ1[m]までの修正屈折指数を補間する必要がある。ここでは以下の図
8.5.3.1のよう、高度ℎ1~ ℎ2間と同じ傾きで補間する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 8.5.3.1 データ補間 
 
②, 高度𝒉𝒙−𝟏~ 𝒉𝒙間（𝒉𝟐 < 𝒉𝒙 ≤ 𝒉𝐧𝐮𝐦） 
 ここではℎ𝑥−1 ≤ ℎ < ℎ𝑥間の修正屈折指数を求める方法を示す。ℎ𝑥−1~ ℎ𝑥間の傾きを
𝑔𝑟𝑎𝑑(𝑥)_(𝑥−1)として以下の式 8.5.3.1で表す。 
𝑔𝑟𝑎𝑑(𝑥)_(𝑥−1) =
𝑀(𝑥) −𝑀(𝑥−1)
ℎ(𝑥) − ℎ(𝑥−1)
            (8.5.3.1) 
これにより、ℎ𝑥−1~ ℎ𝑥間の修正屈折指数𝑀(ℎ)は以下のように表される。 
𝑀(ℎ) = 𝑔𝑟𝑎𝑑(𝑥)_(𝑥−1) × ℎ + (𝑀𝑥 − 𝑔𝑟𝑎𝑑(𝑥)_(𝑥−1) × ℎ𝑥)    (8.5.3.2) 
式 8.5.3.2を用いて屈折率𝑛(𝑥, 𝑦)、
𝜕𝑛
𝜕𝑥
,
𝜕𝑛
𝜕𝑦
を以下のように表す。 
𝑛(𝑥, 𝑦) = 𝑀(𝑥, 𝑦) × 10−6 + (1 −
ℎ(𝑥, 𝑦)
𝑅
)            (8.5.3.3) 
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𝜕𝑛
𝜕𝑥
=
𝑥 − 𝑋
√𝑅2 − (𝑥 − 𝑋)2
[𝑔𝑟𝑎𝑑(𝑥)_(𝑥−1) × 10
−6 −
1
𝑅
]        (8.5.3.4) 
𝜕𝑛
𝜕𝑦
= 𝑔𝑟𝑎𝑑(𝑥)_(𝑥−1) × 10
−6 −
1
𝑅
                (8.5.3.5) 
 
8.6 ラジオダクト発生時のレイトレースシミュレーション理論 
8.6.1 ダクト空間の扱い方と理論 
 通常大気時の屈折率を𝑛𝑢(𝑥, 𝑦)、ダクト発生時の屈折率を𝑛𝑑(𝑥, 𝑦)とすると、ダクト空間を
考慮した屈折率𝑛(𝑥, 𝑦)は以下のように表される。 
𝑛(𝑥, 𝑦) = 𝑛𝑢(𝑥, 𝑦) + {𝑛𝑑(𝑥, 𝑦) − 𝑛𝑢(𝑥, 𝑦)}        (8.6.1.1) 
式8.6.1.1 がダクトを考慮した大気の屈折率であり、ダクトが発生していないときは
𝑛(𝑥, 𝑦) = 𝑛𝑢(𝑥, 𝑦)となり、通常大気の屈折率と等しくなる。ただし、式 8.6.1.1 は不十分で
ある。それは、ダクトの有無によって屈折率が一様に決まってしまうからである。ダクト
の発生位置座標を考慮し、ダクトによる屈折率変化の広がりをガウス分布と同一にするた
め、式 8.6.1.1を以下のように表す。 
𝑛(𝑥, 𝑦) = 𝑛𝑢(𝑥, 𝑦) + {𝑛𝑑(𝑥, 𝑦) − 𝑛𝑢(𝑥, 𝑦)}exp(−
(𝑥 − 𝑥duct)
2
𝜎𝐻0
2 )     (8.6.1.2) 
 𝑥ductはダクト空間の中心座標、𝜎𝐻0
2は任意の変数であり、ダクト空間の減衰率を表して
いる。本稿では、𝜎𝐻0
2 = 97.65とする。この式 8.6.1.2は、ダクト発生位置を中心に、ダク
ト空間の影響が減衰していくような変化を示している。ただし、実際のダクト空間には幅
が存在すると考え、式8.6.1.2を以下のように変更する。 
𝑛(𝑥, 𝑦)
=
{
 
 
 
 𝑛𝑢(𝑥, 𝑦) + {𝑛𝑑(𝑥, 𝑦) − 𝑛𝑢(𝑥, 𝑦)}exp(−
(𝑥 − 𝑥duct(𝑚𝑖𝑛))
2
𝜎𝐻0
2 )   (𝑥 < 𝑥duct(𝑚𝑖𝑛))
𝑛𝑑(𝑥, 𝑦) (𝑥duct(𝑚𝑖𝑛) ≤ 𝑥 < 𝑥duct(𝑚𝑎𝑥))
𝑛𝑢(𝑥, 𝑦) + {𝑛𝑑(𝑥, 𝑦) − 𝑛𝑢(𝑥, 𝑦)}exp(−
(𝑥 − 𝑥duct(𝑚𝑎𝑥))
2
𝜎𝐻0
2 )   (𝑥 ≥ 𝑥duct(𝑚𝑎𝑥))
 (8.6.1.3) 
 式 8.6.1.3のイメージは図 8.6.1.1を参照していただきたい。気象庁によると、1つの積乱
雲の水平方向の広がりは数キロ～数十キロメートルとされている[20]。このことを考慮し、
ダクト空間に一定の広がりを持たせるために、式 8.6.1.3を採用することにした。𝑥duct(𝑚𝑖𝑛)
から𝑥duct(𝑚𝑎𝑥)はダクト空間の幅を表している。 
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図 8.6.1.1ダクト空間幅 
 
 シミュレーションを行う上で、式 8.6.1.3の𝑛(𝑥, 𝑦)を𝑥と𝑦それぞれで偏微分した値が必要
になる。𝑛(𝑥, 𝑦) の偏微分は以下のように表される。 
 
𝜕𝑛
𝜕𝑥
= 
{
 
 
 
 
 
 [
𝜕𝑛𝑢
𝜕𝑥
+ [(
𝜕𝑛𝑑
𝜕𝑥
−
𝜕𝑛𝑢
𝜕𝑥
) + 2(𝑥 − 𝑥0){𝑛𝑑(𝑥, 𝑦) − 𝑛𝑢(𝑥, 𝑦)}] exp(−
(𝑥 − 𝑥duct(𝑚𝑖𝑛))
2
𝜎𝐻0
2 )] (𝑥 < 𝑥duct(𝑚𝑖𝑛))
𝜕𝑛𝑑
𝜕𝑥
                                 (𝑥duct(𝑚𝑖𝑛) ≤ 𝑥 < 𝑥duct(𝑚𝑎𝑥))
[
𝜕𝑛𝑢
𝜕𝑥
+ [(
𝜕𝑛𝑑
𝜕𝑥
−
𝜕𝑛𝑢
𝜕𝑥
) + 2(𝑥 − 𝑥0){𝑛𝑑(𝑥, 𝑦) − 𝑛𝑢(𝑥, 𝑦)}] exp(−
(𝑥 − 𝑥duct(𝑚𝑎𝑥))
2
𝜎𝐻0
2 )] (𝑥 ≥ 𝑥duct(𝑚𝑎𝑥))
(8.6.1.4) 
𝜕𝑛
𝜕𝑦
=
{
 
 
 
 
 
 𝜕𝑛𝑢
𝜕𝑦
+ (
𝜕𝑛𝑑
𝜕𝑦
−
𝜕𝑛𝑢
𝜕𝑦
) exp(−
(𝑥 − 𝑥duct(mi𝑛))
2
𝜎𝐻0
2 )(𝑥 < 𝑥duct(𝑚𝑖𝑛))
𝜕𝑛𝑑
𝜕𝑥
              (𝑥duct(𝑚𝑖𝑛) ≤ 𝑥 < 𝑥duct(𝑚𝑎𝑥))
𝜕𝑛𝑢
𝜕𝑦
+ (
𝜕𝑛𝑑
𝜕𝑦
−
𝜕𝑛𝑢
𝜕𝑦
) exp(−
(𝑥 − 𝑥duct(𝑚𝑎𝑥))
2
𝜎𝐻0
2 )(𝑥 ≥ 𝑥duct(𝑚𝑎𝑥))
      (8.6.1.5) 
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9. レイトレースシミュレーション 
9.1 𝑚の変化による計算時間、シミュレーションの妥当性 
 レイトレースシミュレーションを行う際に、各パラメータの値を定める必要がある。本
項では、8.4.1 項で示した整数𝑚の妥当な値を定める。𝑚を大きくすると計算時間は短くな
るが、シミュレーションの精度が落ちる。𝑚を小さくするとシミュレーションの精度向上に
繋がるが、同時に計算時間が莫大なものになる。ここでは、計算時間とシミュレーション
精度の 2点に注目し、妥当な𝑚を定める。 
 具体的な方法としては、𝑚を変数としてシミュレーションを行い、レイの𝑥座標が 89.123 
kmに到達したときの𝑦座標を求めた。これにより、𝑚に対する𝑦座標の変化を確認して𝑚の
妥当な値を追及した。ここで、図 9.1.1の𝑦座標の値は、放射角 89.9945°で放射した際の値
である。 
 
表 9.1.1 シミュレーション条件 
放射角 89.9945° – 90.1325° 
放射したレイの本数 1381本 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 9.1.1 𝑚に対する𝑦座標、プログラム実行時間の変化 
 
 図 9.1.1より、𝑚 ≤ 6で𝑦座標の変動が収束している。また、プログラム実行時間は𝑚 = 1
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放射したレイの本数
に近づくにつれて長くなっているが、𝑦座標の変動の方がシミュレーションに影響を与える
と判断したため、𝑦座標の変化を最小限に抑えることを優先した。これらにより、シミュレ
ーションの信頼性は𝑚 ≤ 5であれば保たれるとする。 
 
9.2 放射するレイの本数に対する受信電力の変化 
 本項では放射角を一定にしてレイの本数を変化させ、受信電力の変動を確認する。これ
により、シミュレーションで放射するレイの本数に目途をつける。以下の表にシミュレー
ション条件を示し、図 9.2.1 にその結果を示す。また、図 9.2.1で算出する受信電力は回折
損を考慮していない。 
 
表 9.2.1 シミュレーション条件 
放射角 89.750001° - 90.250000° 
𝑚 5 
受信点 第一回折点 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 9.2.1 放射したレイの本数に対する受信電力の変化 
 
 図より、放射したレイの本数≤ 20000のときは受信電力の変動が激しく、信頼性に乏しい
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シミュレーション結果である。逆に、放射したレイの本数が 20000本を超えたあたりから
比較的安定した受信電力が得られていることがわかる。これらにより、シミュレーション
による受信電力の信頼性はレイの本数 > 20000であれば保たれるとする。 
 
9.3 シミュレーションの妥当性の検証 
 本項では、8章で述べた理論を用いてシミュレーションを行う上で、レイの軌道が妥当で
あるかを検証する。 
初めに、通常大気時のレイの軌道を確認する。シミュレーション上の見通し距離と、理
論的に算出される見通し距離を比較することで、レイの軌道が妥当であるかを確認する。
シミュレーション上の見通し距離に関して、以下の図 9.3.1のように送信点からレイを複数
本放射し、大地にぶつかり反射したときの座標値を求める。この座標値の中で、𝑥座標が最
も大きい値になる座標を「見通し距離（実測値）」とする。ここでは、打ち出すレイの放射
角を 90.100001°から 90.150000°まで 0.00001°刻みに放射し、反射点を記録した。この
結果、反射点は𝑥 ≅ 78.262 kmとなった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 9.3.1 シミュレーション結果 
 
次に、理論値から算出した見通し距離を求める。その際、等価地球半径係数𝑘(≅ 4 3⁄ )を
用いて算出を行う。𝑅[km]を地球の半径とすると、等価半径𝑘𝑅を用いることで電波通路を直
線で表すことができる。標準大気における見通し距離𝑑[km]は、送信点高ℎ1[m] 受信点高
ℎ2[m]とすると、以下の式で表される[]。 
𝑑 = 4.12(√ℎ1 +√ℎ2)             (9.3.1) 
送信点高を 351[m]（東京タワー）、受信点高を 0[m]（地表面）とすると、東京タワーから
送信される電波の見通し距離は𝑑 = √351 ≅77.188[km]となる。理論値と実測値がほぼ一致
したため、このシミュレーションにおけるレイの軌道は妥当であると判断できる。 
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9.4 通常大気でのシミュレーション 
 本項では、通常大気時のレイトレースシミュレーションを行う。このシミュレーション
を行うことで、ダクト空間が発生したときとの比較を行うことができる。表 9.4.1にシミュ
レーション条件を示し、図9.4.1、表9.4.2にシミュレーション結果を示す。ただし、図9.4.1(b)
は見易さを考慮して、放射するレイの本数を 20本にしている。 
 
表 9.4.1 シミュレーション条件 
受信点 – 送信点 群馬大学桐生キャンパス – 東京タワー (80.0 MHz) 
放射角 89.750001° - 90.250000° 
𝑚 5 
放射したレイの本数 50000本 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
      (a) 屈折指数分布                                  (b) レイの軌道（20本） 
図 9.4.1 シミュレーション結果 
 
表 9.4.2 シミュレーション結果 
受信電力 -69.481 dBm 
受信領域に到達したレイの直接波, 反射波 172 本,  72 本 
 
 この結果と実測値を比較する。筆者らの研究室では、見通し内 VHF帯出電波伝搬観測網
を構築し、リアルタイムで受信電力を取得している。この観測データは本島研究室Webペ
ージにアップロードされているので、そのデータを実測値として比較する。 
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図 9.4.2 受信電力（2013.8.1 - 2013.8.2） 
 
 表 9.4.2、図 9.4.2 を比較すると、シミュレーション値が実測値と一緒とは言えない。こ
れは、シミュレーションでは考慮できていない点が多々あるためだと考えられる。しかし
ながら、本稿ではダクト空間の有無を主な伝搬異常発生要因と考えているため、考慮でき
ていない点は無視できるものとし、表 9.4.2の受信電力値を基準値としてシミュレーション
を行う。 
 
9.5 ラジオダクト発生時のシミュレーション 
9.5.1 シミュレーション条件と結果 
本項では、館野にある高層気象台にて取得したデータを用いてシミュレーションを行う。
シミュレーション対象は、館野にてダクトが観測された日かつ、館野周辺で落雷が発生し
た日である。このダクト空間が伝搬路間に発生したと仮定し、シミュレーションを行う。
これらを考慮し、解析対象日を 2013年 7月 12日, 2013年 8月 22日, 2013年 9月 1日の 3
日間とする。また、屈折指数分布が通常大気に近い 2013 年 2 月 26 日のデータを用いてシ
ミュレーションを行い、その結果算出された受信電力の変動は通常大気で起こりうる変動
とする。シミュレーション方法としては、ダクト空間の発生位置を送信点から受信領域ま
で移動させて都度シミュレーションを行い、受信電力を算出した。以下の表 9.5.1.1にシミ
ュレーション条件を示し、図 9.5.1.1にシミュレーション結果を示す。 
 
表 9.5.1.1 シミュレーション条件 
受信点 – 送信点 群馬大学桐生キャンパス – 東京タワー (80.0 MHz) 
放射角 89.750001° - 90.250000° 
𝑚 5 
放射したレイの本数 50000本 
ダクト空間幅 5 km 
𝑥duct(max) (𝑥duct(min) + 5) km 
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図 9.5.1.1 受信電力 
 
2013.2.26のシミュレーション結果と比較して、2013.7.12, 2013.8.22, 2013.9.1は受信電
力が上昇している傾向が見られる。これは、落雷に伴って発生するダクト空間が伝搬路上
に存在することでレイの軌跡が変化し、受信電力が上昇したと考えられる。この結果は、
落雷発生を一つの要因とするダクト空間が受信電力を上昇させる可能性を示唆している。
また、この結果から、ダクト空間の発生位置によっては受信電力が上昇しないこともある
ことがわかる。 
 
9.5.2 ダクト空間幅別シミュレーション結果 
 9.5.1項では表 9.5.1.1に示したよう、ダクト空間幅を 5 kmと固定してシミュレーション
を行っていた。本項では、ダクト空間幅を変えたときのシミュレーション結果を示す。解
析対象は 9.5.1 項と同様である。シミュレーション条件を表 9.5.2.1 に示し、シミュレーシ
ョン結果を図 9.5.2.1, 9.5.2.2, 9.5.2.3, 9.5.2.4に示す。また、図中の凡例はダクト空間幅を
示しており、図 9.5.2.1は前項と同様の意図でシミュレーションを行っている。 
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表 9.5.2.1 シミュレーション条件 
受信点 – 送信点 群馬大学桐生キャンパス – 東京タワー (80.0 MHz) 
放射角 89.750001° - 90.250000° 
𝑚 5 
放射したレイの本数 50000本 
ダクト空間の幅 1 ~ 14 km 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 9.5.2.1 ダクト空間幅別受信電力（2013.2.26） 
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図 9.5.2.2 ダクト空間幅別受信電力（2013.7.12） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 9.5.2.3 ダクト空間幅別受信電力（2013.8.22） 
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図 9.5.2.4 ダクト空間幅別受信電力（2013.9.1） 
 
 ダクト空間幅が狭いときは受信電力が上昇し、広いときは受信電力が下がる傾向がある
（図 9.5.2.3, 9.5.2.4）。落雷に伴う積乱雲の影響で形成されるラジオダクトの空間幅は狭い
と推測できる。逆に、ダクト空間幅が極端に広いときは受信電力が-100 dBmを超えている
こともあるが、本研究室で観測している受信電力データにはそのような変動が確認された
ことはない。これは、ダクト空間が通常起こりえない広がり方をしているためと考えられ
る。 
 また、図 9.5.2.2において、ダクト空間が送信点から遠い位置に存在する場合、ダクト空
間幅を変えても受信電力に変動は殆ど見られない。これは、ラジオダクト発生高が関係し
ていると考えられる。送信点高が 351 mに対して受信領域高はおよそ 190 mであり、送信
点側では比較的高い位置にラジオダクトが発生した場合、それがレイの軌道に影響を及ぼ
すことで受信電力は変動する。一方、このラジオダクトが受信点側に存在するとき、受信
領域に到達するレイにはほぼ影響がないと考えられる。これらのため、図 9.5.2.2のような
結果が得られたと考えられる。 
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10. 伝搬路近郊に発生した落雷に伴うラジオダクトと伝搬異常の関
連性 
 本章では、伝搬路近郊で発生した落雷を元にダクト発生位置、ダクト空間幅を推定し、
レイトレースシミュレーションを行うことで伝搬異常との関連性を解析する。 
 
10.1 伝搬異常 
本章で扱う伝搬異常は、6.2節で示した伝搬異常判定方法を用いる。すなわち、受信電力
が𝜇 + 2𝜎を上回った状態が 1時間以上継続していた場合を伝搬異常として扱う。また、1つ
の伝搬異常とその次に発生する伝搬異常の両者の間隔が 1 時間以内であった場合、それら
を 1つの伝搬異常と判定する。 
 
10.2 シミュレーション結果 
解析対象は以下の条件を満たす日付である。 
①：伝搬路近郊で発生した落雷と伝搬異常が併発した日.  
②：①の日付の中で、高層気象台（館野）にてダクトが発生している日. 
上記の条件を満たした日付は 2013.7.8, 2013.7.11, 2013.8.30, 2013.9.1, 2013.9.8の 5日
間であった。この 5日間の時間帯別落雷分布を以下の図 10.2.1から図 10.2.5に示し、ダク
ト空間の幅や発生位置を推定する。 
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(a) 15:30:00 to 15:59:59 (LT)           (b) 16:00:00 to 16:29:59 (LT) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(c) 16:30:00 to 16:59:59 (LT)            (d) 17:00:00 to 17:29:59 (LT) 
図 10.2.1 時間帯別落雷分布（2013.7.8） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 14:30:00 to 14:59:59 (LT)           (b) 15:00:00 to 15:29:59 (LT) 
図 10.2.2 時間帯別落雷分布（2013.8.11） 
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(a) 17:30:00 to 17:59:59 (LT)           (b) 18:00:00 to 18:29:59 (LT) 
図 10.2.3 時間帯別落雷分布（2013.8.30） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  (a) 15:00:00 to 15:29:59 (LT)           (b) 15:30:00 to 15:59:59 (LT) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(c) 16:00:00 to 16:29:59 (LT)           (d) 16:30:00 to 16:59:59 (LT) 
図 10.2.4 時間帯別落雷分布（2013.9.1） 
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(a) 18:00:00 to 18:29:59 (LT)           (b) 18:30:00 to 18:59:59 (LT) 
図 10.2.5 時間帯別落雷分布（2013.9.8） 
 
ダクト空間の発生位置やダクト空間幅を確定するのは困難であるため、これらを変数と
してシミュレーションを数パターン行うことにした。シミュレーション条件を表 10.2.1 に
示し、シミュレーション結果を図 10.2.6, 10.2.7, 10.2.8, 10.2.9, 10.2.10に示す。また、図
中の凡例はダクト空間幅を示している。 
 
表 10.2.1 シミュレーション条件 
受信点 – 送信点 群馬大学桐生キャンパス – 東京タワー (80.0 MHz) 
放射角 89.750001° - 90.250000° 
𝑚 5 
放射したレイの本数 50000本 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    (a) 修正屈折指数分布                                    (b) 屈折指数分布 
61 
 
-73
-72
-71
-70
-69
-68
-67
-66
-65
20 21 22 23 24 25
受
信
電
力
[d
b
m
]
 duct(min)[km]
1km 2km 3km 4km 5km 6km 7km 8km 9km normal atmosphere
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(c) ダクト空間幅別受信電力 
図 10.2.6 シミュレーション結果（2013.7.8） 
 
 ダクト空間幅が 6 km以下のとき、通常大気と比較して受信電力が上昇している。受信電
力が最も上昇しているのはダクト空間幅が 1 kmのときである。この結果から、活発な積乱
雲に伴って発生するダクト空間幅は狭いと考えられる。 
これらより、2013.7.8 では、送信点から 20 ~ 25 kmほどの位置に、幅 1 km ほどのダク
ト空間が形成され、それにより受信電力が上昇することで伝搬異常が発生したと考えられ
る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    (a) 修正屈折指数分布                                  (b) 屈折指数分布 
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(c) ダクト空間幅別受信電力 
図 10.2.7 シミュレーション結果（2013.8.11） 
 
 全てのケースにおいて、通常大気時より受信電力は上昇しているが、変動が小さいため
伝搬異常とは言い難い。ラジオダクト発生位置が高いため、電波伝搬への影響が小さかっ
たと考えられる。このような現象が起こる要因は二つ考えられる。一つ目は、伝搬異常を
引き起こしていたラジオダクトが 21時には消滅してしまったためである。二つ目は、館野
では伝搬異常を引き起こすようなラジオダクトが発生しなかったためである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    (a) 修正屈折指数分布                                  (b) 屈折指数分布 
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(c) ダクト空間幅別受信電力 
図 10.2.8 シミュレーション結果（2013.8.30） 
 
 𝑥duct(min) = 65 kmでダクト幅 1 km のとき、最も受信電力が上昇している。
送信点から 65 kmほどの位置に幅1 kmほどのダクト空間が発生したと推測される。ただし、
この結果も 2013.8.11と同様で、受信電力の変動が小さい。この結果も、伝搬異常を引き起
こしていたラジオダクトが消滅してしまったか、館野では伝搬異常を引き起こすようなラ
ジオダクトが発生しなかったかのどちらかであると推測される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    (a) 修正屈折指数分布                                  (b) 屈折指数分布 
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(c) ダクト空間幅別受信電力 
図 10.2.9 シミュレーション結果（2013.9.1） 
 
 ダクト空間幅が 1 kmから 5 kmのとき、通常大気と比較して受信電力が上昇することが
わかる。また、それはダクト空間幅が 1 kmのとき最も顕著に現れている。これは図 10.2.6
の結果と同様であり、2013.9.1 の結果も、活発な積乱雲に伴って発生するダクト空間の幅
は狭いという結論に帰結する。また、ダクト空間の位置𝑥duct(min) = 45 kmのとき、最も受
信電力が上昇している。これは、ダクト空間が伝搬路のほぼ中間地点に存在するときであ
る。 
これらの結果から、2013.9.1では、送信点から 45 kmほどの位置に幅 1 kmほどのダクト
空間が発生し、その空間が受信電力の上昇を引き起こすことで伝搬異常が発生したと考え
られる。 
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    (a) 修正屈折指数分布                                  (b) 屈折指数分布 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(c) ダクト空間幅別受信電力 
図 10.2.10 シミュレーション結果（2013.9.8） 
 
 𝑥duct(min) = 0 ~ 5 kmの全ての範囲において受信電力が上昇している。ただし、この結果
も 2013.8.11, 2013.8.30と同様で、受信電力の変動が小さく、伝搬異常を引き起こしている
とは言い難い。 
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11. 結論 
本稿では、受信電力データを用いて落雷と伝搬異常の関連性について、統計的に検証を
行った。東京タワ （ー80.0 MHz）、茨城県燕山（83.2 MHz）、東京スカイツリ （ー82.5 MHz）
をそれぞれ送信点とする VHF帯 FM放送波を観測対象とし、受信点の群馬大学桐生キャン
パスで取得した受信電力データを統計処理して伝搬異常を算出した。また、落雷データを
落雷間の距離、落雷間の時間間隔、落雷数を考慮して落雷群として扱い解析を行った。そ
して、落雷群と各放送波で発生した伝搬異常の関連性について、確率利得𝐺𝑝(𝑡𝑝𝑒𝑟)を評価指
標として定量的に評価した。その結果、上記に示した 3 つの放送波全てにおいて落雷群の
活動中か活動後に、𝜇＋2𝜎を超えるような伝搬異常が引き起こされやすいことがわかった
（図 6.2.1, 6.2.4, 6.2.7）。また、これは放送波や落雷群と伝搬路の距離𝐿 [km]の違いによっ
て、落雷群活動中の伝搬異常発生頻度が高いか、落雷群の活動が終了してから伝搬異常発
生頻度が高くなる傾向があるのかがわかった。そして、この伝搬異常発生要因として、活
発な積乱雲からの下降気流により作られた冷気外出流を予測した。冷気外出流により、大
気の屈折率分布に異常が発生し、その結果𝜇＋2𝜎を超えるような伝搬異常が引き起こされて
いると考えた。この予測が正しいならば、積乱雲活動の結果として伝搬異常が発生するこ
とになる。 
そこで、その仮説を検証すべく、積乱雲に伴い形成されるラジオダクトが受信電力を上
昇させるのかシミュレーションにて解析した。ただし、積乱雲を直接観測することはでき
ないため、大規模な落雷が発生した際に積乱雲が発生したと仮定した。 
館野周辺で落雷が発生し、かつラジオダクトが形成された日付において、そのラジオダ
クトが群馬大学桐生キャンパス - 東京タワーを結ぶ伝搬路間で発生したと仮定してシミュ
レーションを行った。その際、修正屈折指数分布が通常大気に近い日を選択し、その日の
受信電力の変動を算出することで、この変動を基準とした。その結果、伝搬路間にラジオ
ダクトが形成されると受信電力が上昇する結果となった（図 9.5.1.1）。この結果により、積
乱雲に伴い形成されるラジオダクトは受信電力を上昇させる傾向にあることがわかった。 
 また、伝搬路近郊で落雷群と伝搬異常が併発した日で、かつ高層気象台（館野）にてラ
ジオダクトが観測された日を対象日としてシミュレーションを行った。その際、館野にて
観測されたラジオダクトが伝搬路間で発生したと仮定した。また、時間帯別落雷分布図（図
10.2.1, 10.2.2, 10.2.3, 10.2.4, 10.2.5）を用いてダクト空間の位置、ダクト空間幅を推定し
てシミュレーションを行った。その結果、全ての結果において受信電力が上昇しているこ
とが分かった（図 10.2.6, 10.2.7, 10.2.8, 10.2.9, 10.2.10）。ただし、伝搬異常と判定できな
いような受信電力の変動も見られた。これは、高層気象台のデータが 21時のデータである
ことから、伝搬異常を引き起こすようなラジオダクトが消滅してしまった、もしくは、館
野では伝搬異常を引き起こすようなラジオダクトが形成されていなかったかのどちらかで
あると推測される。本稿では、レイトレースシミュレーションを行う際に、送信点を東京
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タワーと設定したが、茨城県燕山、東京スカイツリーを送信点としてシミュレーションを
行うことで、ラジオダクトと伝搬異常の関連性がより明瞭になると考えられる。 
 本稿から、伝搬路周辺で発生した、落雷を伴う活発な積乱雲が冷気外出流を発生させ、
ラジオダクトが形成されることで受信電力が上昇し、伝搬異常が発生すると考えることが
できる。もし、この考えが正しいのであれば、地震の短期予測手法におけるリードタイム
は、落雷と伝搬異常が併発するそれより長いため[8][9]地震の前兆現象としての伝搬異常と区
別できる可能性が高い。これを区別することで、地震予知の精度向上に繋がると考えられ
る。 
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